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要約
　ベトナム・メコンデルタは広大な低平地が広がり、将来にわたる気候変動に対して脆弱な地域の
一つとされる。本稿は、ベトナム・メコンデルタにおける気候変動への脆弱性とその適応策を議論
する。第一に、当該地域における海面上昇などの物理影響と人口シナリオ、貧困などの社会経済影
響を加味した脆弱性評価を行い、沿岸域で特に脆弱な地域を同定した。第二に、脆弱と同定された
地域の一つであるソクチャン省において侵食に関する現地モニタリングを行った。第三に、ソクチ
ャン省での気候変動影響と適応策に関する住民意識調査を行った。これらの地域では既に住民レベ
ルで適応策が実践されているものの、社会経済的な要因もあって十分とは言えない。そこで第四に、
生態系や生活様式等の現地の実情に合わせた適応策として多重防護の理念とその実践技術を提案し
た。

1．はじめに

アジア太平洋地域は、洪水や渇水、台風強
度の増大などが顕在化しており、世界のなか
でも気候変動に最も脆弱な地域の一つに挙げ
られる（IPCC, 2007, 2014）。これに急激な
経済成長や都市部の人口増加が重なり、気候
変動の悪影響を受けるリスクのさらなる増加
が見込まれる。アジア太平洋地域の人口は
2000年の 37億人から 2050年頃には 52億
人に増加し、その大半が沿岸域に集中すると
予想されている（UNFPA, 2011）。
その中でもベトナムのメコンデルタは気候

変動に脆弱な地域に挙げられる（Dasgupta et 

al., 2009; Yusuf and Francisco, 2009）。海岸侵
食、高潮浸水、河川氾濫などが起こってお
り、気候変動によってさらに悪化することが
懸念されている（MONRE, 2010; Thao et al., 

2014）。気候変動の影響や被害の発現には、

いくつかの要素が関連している。海面上昇、
台風、降雨の増大は高潮、河川氾濫、海岸や
河川の堤防の侵食などを引き起こす。気候変
動以外にも沿岸漂砂、構造物等による砂礫
供給の減少に伴う侵食、地下水くみ上げによ
る地盤沈下などが浸水を助長する（Yasuhara 

et al., 2011; IUCN, 2011）。そのうえ、メコン
デルタは人口増加の速度がベトナムの国内平
均よりも高く、人口集中が進むと予想され
（Vietnam Government, 2010）、これらが複合
することによって脆弱性が一層高まると考え
られる。
こうした気候変動の脆弱性を低減させるた
めの適応策の立案、実施には、科学アプロー
チと地域アプローチの二つがある（Tamura et 

al., 2014）。科学アプローチの最終形は、適
応策を中長期的開発計画の中に組み込む「適
応策の主流化」であるが、主流化を望めば予
測や政策立案に関してより高い能力を必要と
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するというジレンマに陥る。一方、地域アプ
ローチは地域の住民の理解を得やすい反面、
現実のニーズへの対応が優先され、気候変動
適応に合致しない場合も出てくる。「賢い適
応」のためには、科学アプローチの長期目標
に向かう指向性と地域アプローチの現実に即
した取り組みとを適切に組み合わせることが
鍵となる。
本稿は、科学アプローチとしての脆弱性評

価に加えて、地域アプローチとしてのモニタ
リング調査、意識調査の結果を示す。これま
で田村他（2013）や Ling et al.（2015）は、
メコンデルタの脆弱性評価と 3省（カマウ省、
アンザン省、ソクチャン省）への住民調査を
実施した。筆者らは、これらの先行研究で脆
弱な地域と特定された沿岸部、とりわけソク
チャン省での侵食等に関する現地調査と住民
の意識調査を追加実施した。双方のアプロー
チを通じて、地域の実情に応じた持続可能な
適応策のあり方について議論する。
本稿の構成は、以下の通りである。2節で
脆弱性評価の概要を示す。3節は脆弱性の高
い地域の 1つと同定されたソクチャン省沿岸
域でのモニタリング調査、さらに現地住民の
気候変動に対する意識と既に実践されている
適応策を調査した結果を示す。4節は、現地
で利用可能な資源、生態系、生活様式等の現
地の実情に合わせた適応策として多重防護の
理念とその実践技術を提案する。5節は、調
査から得られた知見を総括し、メコンデルタ
の適応策に関する政策提言を示す。

2．メコンデルタでの脆弱性評価

メコンデルタでの気候変動研究は世界的に
関心が高く、近年急速に進んでいる。しかし、
脆弱性評価に限定すれば、東南アジア全体を
対象とした Yusuf and Francisco（2009）、ベト
ナム国内では北部、南部といった地方ごとの

特徴付け（McElwee, 2010等）もしくは都市
レベルや個別プロジェクト（Mai et al., 2010
等）の評価が中心であり、マクロとミクロ
の脆弱性評価に分かれている。ADB（2011）
はカマウ（Ca Mau）省とキエンザン（Kien 

Giang）省で脆弱性評価を実施している。田
村他（2013）は、メコンデルタの災害歴、
海面上昇などの物理条件と社会経済条件に注
目した市町村単位（メタスケール）での脆弱
性評価を行っており、最初にその概要を示す。
過去の自然災害歴は、素因となる自然条
件を反映する指標の一つと考えられる。UN 

DesInventarによると、ベトナムは過去 22年
間（1989-2010年）で 9,941名の自然災害に
よる死者・行方不明者を出している。このう
ち、7割弱の 6,757名が台風や豪雨などに伴
う洪水によるものである。なかでも甚大な
自然災害には、1997年 11月に南部ベトナム
を襲った台風リンダ（死者 3,111名）、1999
年 11月中部ベトナム洪水（死者 749名）、
2008年 8月に北部ベトナムに来襲した熱帯
低気圧カムリ（死者 133名、行方不明者 34名）
などがある。
海面上昇は、信岡他（2009）、Nobuoka 

and Cong（2011）と同様の手法で 2100年に
48cm（A1Bシナリオ）およびさく望平均満
潮位の外力による恒常的な浸水高や浸水域
を推計した。人口は、都市域と農村域の人
口変化を再検証し、RCP6.0シナリオ（5km, 

2.5-arc-minute）に基づき 2100年までダウ
ンスケーリングした。これによって、都市
域のスプロール化などがより詳細に再現可
能となっている。2010年のベトナムの人口
は約 8,600万人である。UN人口シナリオ
（中位推計）によれば、2045年の最大人口
約 1.05億人（2010年比 19％増加）を境に
減少へ転じ、2050年は約 1.03億人（2010
年比 18％増加）、2100年には約 8,200万人
になると見込まれる（中位推計、UNDESA, 

2011）。貧困者比率は、NASA Socioeconomic 
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Data and Applications Center （SEDAC）がダウ
ンスケールした 1999年のデータを利用した
（Storeygard et al., 2008）。データの利用可能
性と予測可能性を勘案して貧困者比率は一定
と仮定しているが、地域の相対的な脆弱性を
知る上ではそれでもなお意味があるだろう。
ここまで脆弱性を増大させる指標を挙げて

きたが、一方で脆弱性を低減させる適応能
力の存在も考えられる。田村他（2013）や
本稿でも適応能力指標の組み込みを検討し
たものの見送った。なぜなら、ベトナムの地
域別、省別データを分析したところ、所得、
教育、寿命等を総合評価した HDI（Human 

development index）、GRP（Gross regional 

product）などの社会経済指標と災害被害につ
いて相関関係が見られなかったためである。
同様に、McElwee（2010）らも適応能力を評
価指標には入れていてない。その代わり、3
節では現地のモニタリングや住民への意識調
査を実施し、脆弱性評価を補完する。
図 1は、脆弱性評価の入力指標となるベト
ナムの災害歴、海面上昇による浸水域、人口、
貧困の分布を示している。メコンデルタでは

1997年の台風リンダで最大の死者数のあっ
たカマウ省を筆頭に、キエンザン省、アンザ
ン省の順に災害指標が高い。海面上昇に伴う
浸水域は、北部のハノイ周辺にも点在するが、
中部のフエ周辺の沿岸部とメコンデルタ沿岸
部が総じて大きい。
ベトナム全体の人口は、2045年頃をピー
クにその後減少に向かう（UNDESA, 2011）。
しかし、メコンデルタでは都市化と都市のス
プロール化によって 2010年 1,719 万人（ベ
トナム全体の 20％）から、2050年 2,500万
人（同 25％）、2100年 2,400万人（同 29％）
となり、人口集中が進むと予想されている。
このメコンデルタへの人口流入は社会の脆弱
性を増す要因と考えられる。
ベトナムの貧困者比率は一般にハノイや
ホーチミンなどの大都市やその周辺部が低
く、山間部が高い。メコンデルタでは経済の
中心となるカントーの貧困者比率が低く、ド
ンタップ省、キエンザン省のカンボジア国境
付近、チャビン省、ソクチャン省、バクリュ
ウ省の沿岸部で貧困者比率がやや高い。
図 2は、21世紀末において各指標を統合

図 1　脆弱性評価への入力指標（田村他 , 2013）
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した脆弱性推計結果を示している。左図はベ
トナム全体、右図はメコンデルタを拡大表示
している。メコンデルタではバクリュウ省、
ソクチャン省、ベンチェ省の東部沿岸部、カ
マウ省の南端部等で脆弱性の高い地域が同定
された。これらの地域は、災害歴、海面上昇
に伴う浸水、人口密度等が重なって脆弱性が
高いと推計される。以上の通り、物理影響と
社会経済影響の両面で脆弱な地域を同定でき
た。

3． ソクチャン省沿岸域でのモニタリング
と意識調査

3.1．沿岸域でのモニタリング
科学アプローチの一つである脆弱性評価と

ともに、地域アプローチは現地の課題把握や
適応策を検討する上で相補的な役割を担う。
特に、データの蓄積が乏しい地域では有効で
ある。
前節で脆弱性な地域の 1つと同定された

ソクチャン（Soc Trang）省において、気候
変動や河川及び海岸堤防の侵食に関する現
地調査を 2014年 6月に行った。その際、ラ
ジコン型の無人航空機（Unmanned Aerial Ve-

hicle: UAV）をベトナム側関係者の承認の上
で約 90mの上空から飛行させ、河川・海岸
沿岸域の侵食の状況とともに、汽水域に繁
茂するマングローブの状況やエビの養殖場な
ど、土地利用状況の把握を試みた。2011年
のソクチャン省は、総面積 331,164haのうち
208,086haが農地、10,637haが森林、54,484ha

が水産業に利用されている（Soc Trang Office of 

MONRE, 2012）。
ソクチャン省の沿岸は、メコン川の流況、
土砂供給、東海の潮位変動による堆積と侵
食の動的過程、モンスーンの卓越による沿岸
潮流などの特徴がある（Schmitt et al., 2013）。
図 3は、同省海岸沿岸の Vinh Chau におけ
る海岸線の調査結果を示している。2006年
1月の Google earthの画像、2014年 6月の
UAVによる空撮画像を比較した。わずか約
8年間に、メコン支流の Hau川の河口近傍で

図 2　脆弱性推計結果（田村他 , 2013）

（左：ベトナム全体、右：メコンデルタ）
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約 240m、河口からやや離れた別の場所では
約 140mの海岸線が後退している。
ベトナムの陸域後退および海岸侵食は、

他国と比べても極めて厳しい（Ngo et al., 

2006）。日本での汀線後退速度は年間 3m以
上が最も激しい基準であり、大半の海岸は
年間 3m未満の後退速度である（国交省 , 

2003）。ソクチャン省が有する約 72kmの海
岸のうち、約 11kmで侵食が観察されている

（Schmitt et al., 2013）。メコンデルタでの大き
な海岸侵食は、1）上流からの土砂の堆積不
足、2）底質土の浚渫による建設資材への利
用、3）海面上昇や台風の巨大化など気候変
動による影響、4）地下水の汲み上げによる
広域地盤沈下による相対的な海面上昇など、
人間活動が深くかかわっていると考えられ
る。ところで、Vinh Chauで UAV撮影をした
2地点は約 1.7kmの距離にあり、海岸線の後

図 3　ソクチャン省Vinh Chau 地区での海岸線の変化

図 4　海面上昇による砂浜の後退（三村他 , 1993 より国土交通省河川局作成）
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退速度が異なっている。その要因には、1）
河口からの距離、2）海岸付近の地形によっ
て入射波に違いが出ること、3）波が集中し
侵食が激しい地点と波の穏やかな地点の差、
4）海岸堤防の位置、突堤、防波堤などの海
岸構造物の存在、5）海岸の底質の差、など
の微地形の差が考えられる。　
さて、海面上昇が海岸侵食に及ぼす影響に

ついて考えてみよう。図 4に示すように、海
面が上昇すると縦断地形は新しい水位に対す
る平衡地形に向かって変化するため、静的な
後退以上に砂浜は侵食され、汀線が後退する
と考えられる（Bruun, 1962）。それゆえ、同
じ海面上昇量でも海底地形が緩やかな場所
は、急な地形の場所よりも後退量は大きくな
る。また、底質がシルト質なほど、侵食が顕
著である。
沿岸域のマングローブをはじめとする森林

生態系は波のエネルギーを干渉し、侵食や海
面上昇を軽減する作用を持っている。Pham 

（2011）は、1965-2008年の期間にソクチャ
ン省では 2,991-4,585 haのマングローブ林の
変動があったと推計した。1980年代後半か
ら農地やエビ養殖等のために広大な土地利用
変更があり、マングローブ林が減少した。そ
の後、政府や国際機関による多くのマング
ローブ保護、植林プロジェクトの支援もあっ
て、2008年には 4,191haに回復している。
しかし、図 3のとおり、細いマングローブ林
と自然堤防だけでは侵食を十分に防ぐことは
できない。そもそも、現地の沿岸堤防では締
め固めなどの基礎的な施工技術が不十分な事
例がしばしば見られる。
これらの現地調査は、前節の脆弱性評価を

裏付け、さらに詳細な現地の状況を明らかに

した。

3.2．住民レベルの意識と適応策
2014年 8月に、ベトナムの水資源大学

と連携してソクチャン省における気候変動
影響と適応策に関する住民意識調査を実施
した。これは、田村他（2013）や Ling et 

al.（2015）がカマウ省、アンザン省、ソク
チャン省の 3省で 2012年に実施した調査に
基づき、さらにソクチャン省に絞って、自然
条件や社会経済条件によって異なる住民意
識をより詳細に分析したものである 1。田村
他（2013）や Ling et al.（2015）の 3省での
調査と同様に、筆者らが作成した英語の質問
票をベトナムの水資源大学の研究者、学生が
ベトナム語に訳し、それを持参して数人一組
で各地区の民家へ訪問し、質問者が住民の回
答を記入する訪問調査法で調査した。なお、
2009年においてソクチャン省は 129.2万人
の人口を有し、そのうち 39.7万人がクメー
ル族、6.4万人が中華系、その他の大半はキ
ン族である（Vietnam Statistics Office, 2010）。
住民意識調査は、ソクチャン省の 3県 19

市 鎮・社 の 1,036 世 帯（Vinh Chau 県 5 社
244世帯、Ke Sach県 1市鎮 5社 375世帯、
Tran De県 8社 417世帯）からの回答を得た。
アンケートの質問項目は回答者属性（年齢、
職業、家族構成等）、災害の被害経験や日頃
の観察、政府への意見など、多岐にわたるが、
ここでは代表的な結果のみを示す。
図 5に、過去 10年間で頻度が増えたと住
民が感じる災害事象を示す（複数回答、回答
者割合を表示）。ソクチャン省の住民は総じ
て洪水、嵐、侵食が増えたと認知している。
内陸部の Ke Sachは河川侵食、地すべり、沿

1  田村他（2013）の住民調査から 3省を大まかに特徴付けると、カマウ省は海岸部での台風や海岸侵食、

アンザン省は河川氾濫や河川侵食が多く認知されていた。ソクチャン省は他 2省の中間的な傾向を示

し、沿岸部では嵐や洪水、内陸部では河川氾濫や河川侵食が多くの住民から認知されていた。今回の

ソクチャン省での調査もこれをさらに立証する結果となっている。
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岸部の Tran Deは嵐、地すべり、海岸侵食、
Vinh Chauは海岸侵食、地すべり、洪水の順
である。これらは、豪雨、洪水の頻度や強度
が増えるという気候影響予測と一致している
（MONRE, 2010）。ベトナム政府は 1996年の
洪水以降、夏作米の洪水被害を回避するた
めにカンボジア国境線に沿って堤防を築いた
（春山 , 2009）。上流のアンザン省では河川氾
濫対策や稲作のための政府主導の水門管理な
どが近年進展し、洪水の頻度が小さくなった
のに対して下流のソクチャン省の河川沿岸
で洪水が増えたと認知されている（田村他 , 

2013; Ling et al., 2015）。メコンデルタ、ある
いはその支流の Hau川周辺の潮位データや
リモートセンシングの研究からも同様の傾向
が観察される（Kuenzer et al., 2013; 藤井他 , 

2013）。上流部の Ke Sachで洪水が増加した
と認知されていることと一致する。
図 6は、ソクチャン省の住民の適応策で

ある。3県に共通する第一の適応策は、洪水

等に対する家の修理や補強である。Tran De、
Ke Sachの約 8割が実践する。第二の適応
策が家屋の高床化であることも 2県で共通
する。これは、田村他（2013）、Nguyen and 

James（2013）、Nguyen and Alexander（2014）
によるメコンデルタへの住民調査の結果と一
致している。第三の適応策になると地域差が
大きくなる。Tran De、Ke Sachは洪水前の家
畜（鶏、豚等）の販売、洪水前の養殖漁獲、
Vinh Chauはその他、高床化が多い。「その他」
の適応策には、Nguyen and Alexander （2014）
が指摘するように、季節的な移住や高台へ
の移動、祈祷などが考えられる。メコンデ
ルタには「洪水と共に生きる（Living with 

floods）」という言葉がある（春山 , 2009）。
さらに、ベトナム語には「洪水」を意味する
言葉が 4つ以上存在する（Tuan et al., 2007）。
長期にわたってゆっくり浸水する「良い洪水」
を農業や漁業に活用するなど、共存しようと
する姿勢が窺える。しかしながら、とりわけ

図 5　過去 10 年間で頻度が増えたと感じる災害事象（複数回答）
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貧しく、教育水準が低い地区では「何もして
いない」ことも考えられる。
危険な災害を回避するには、洪水の事前
に家屋の 2階化や高床化を行うことが望ま
しい。しかし、実際には家屋の大半が 1階
建てで家屋の補修などの事後対応に留まる場
合が多く見られる。これは経済的な要因が
強いと考えられる。回答者全体の 99％以上
（1,032/1,036世帯）が 1階建ての家屋に住み、
その床高は 20cm以下が 46％、20-50cmが
48％を占めた。一方、1997年の台風リンダ
や 1998年の豪雨などの記録的な洪水が発生
した際には 46％が 20cm以上の床上浸水を
受けた経験を有している。世帯所得は、回答
者全体の 57％が月 200万 VND以下、39％
が月 2-500 万 VND であった。特に、Vinh 

Chauは他県と数値上の世帯所得に大きな違
いは無いものの、別の設問で住民自身の実感

を尋ねた際に経済状況が貧しいと答えた割
合が約 46％とやや高く、家屋の床高も 20cm

以下が 66％を占めた。Tran and Trịnh（2013）
の 330軒の住民調査によれば、Vinh Chauの
住民は 50.3％が文盲、38.2％が小学校までの
就学経験であり、住民の大半が漁業に従事し
ていることなどが関係していると推察され
る。

4． 地域特性に応じた適応策：多重防護
による適応策

前節では住民レベルの適応策を紹介した
が、それだけでは強大化する気候変動の影響
には対応しきれない。政府や自治体などと協
力して、構造物を建設するなどのハードな防
護も時には必要である。ただし、従来からの

図 6　住民レベルの適応策（複数回答）
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要素技術単独では気候変動に伴って大規模化
する堤体破壊や激甚な水害へ長期にわたって
適切に対応するのは難しい。そこで、地域特
性に応じた多重防護による適応策が有効とな
る。多重防護とは、現地の地形や植生、生態
系と工学的な技術や構造物を組み合わせる方
法である。
メコンデルタでは、現地で入手しやすく安

価な天然材料のヤシ繊維とセメントを混合
し、侵食抵抗の大きい堤防強化技術が提案で

きる（Yasuhara et al., 2012; Sato et al., 2013）。
これまでにも人工的な短繊維を土に混合する
補強工法は提案されているが、ここで提案す
る技術の特徴はベトナム南部で手に入りやす
い自然繊維としてヤシ繊維を利用しようと
する点にある。このような自然由来の繊維を
利用して成功した事例には、バングラデシュ
において黄麻（Jute）を利用して補強堤防を
構築した技術がある（松島他 , 2010）。表 1、
図 7に示すように繊維混合による地盤補強と

表 1　途上国で推奨される堤防の改良・補強技術の例

改良 /補強 技　術　例 備　　　考

機械的な改良あるいは補強 ・粒度調整
・締め固め
・繊維材料の混合

・安価
・ 地域で入手しやすい伝統的な自然
材料の利用

・耐久性の確認

化学的な改良 ・ セメント、石灰、その他固結材料
の混合

・汚染物質への配慮

機械的な改良 /補強と化学
的改良との融合

・繊維材料と固結材料の混合
・消石灰と不織布の併用
・ セメント固化処理と水平補強材の
併用

・ハイブリッド構造
・費用便益分析が必要

図 7　沿岸域における多重防護策 （Sato et al., 2013 より作成）
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セメント混合による地盤改良を融合させたも
ので、いわば、「ハイブリッドな地盤補強技
術」に属する。こうした新しい考え方に則っ
た技術の課題の一つとして、繊維混合による
地盤補強とセメント混合による地盤改良をど
のように組み合わせれば沿岸堤防の安定性を
増すことができるかを学術的な立場から解明
していくことが求められる。
技術的背景、経済性、入手しやすい材料な

ど、地域特性に応じた適応技術は、同種の問
題を抱えるその他の地域でも応用が期待され
る。そのためには、室内試験や現地試験など
による一層の検証が不可欠である。例えば、
ソクチャン省では 2007-13年度までドイツの
GIZによる“Management of Natural Resources 

in the Coastal Zone of Soc Trang Province”プ
ロジェクトでマングローブと防護技術を組み
合わせた沿岸域管理を提案し、一部実践した
（Smith et al., 2013; Schmitt et al., 2013）。これ
らプロジェクトの継続的な検証も必要であろ
う。

5．おわりに

本稿は、ベトナムのメコンデルタにおいて
気候変動に関する脆弱性評価、現地調査、さ
らに住民への意識調査を実施し、科学・地域
アプローチの両面から脆弱な地域の同定、住
民の意識、そして現地の状況に合わせた適応
技術を検証した。分析結果の総括とメコンデ
ルタでの適応策に関する提言は、以下の通り
である。
第一に、メコンデルタの沿岸域において気

候変動等による影響は既に顕在化している。
沿岸域では上流からの土砂供給の減少、気候
変動に起因する豪雨、海面上昇などの複合的
な影響により海岸侵食や河川侵食が進んでお
り、その悪影響は看過できない。
第二に、メコンデルタにおける脆弱性評価

から海面上昇などの物理影響とダウンスケー
リングした人口シナリオ、貧困などの社会経
済影響を加味して脆弱な地域の特定を試み
た。その結果、カマウ省、ソクチャン省など
の沿岸域において、物理影響と社会経済影響
の重なる脆弱な地域を同定した。
第三に、ソクチャン省沿岸部において

UAV画像や衛星画像を用いた過去と現在の
海岸線の変化を確認した。海岸侵食や土地利
用の変化から脆弱性の評価結果を裏付けるこ
とができた。また、マングローブ林には海岸
侵食に対する緩衝作用があるものの、それら
が効果を発揮するには一定の面積が必要であ
る。
第四に、ソクチャン省の 3県 19市鎮・社

1,036世帯の住民に対して気候変動と適応策
に関する大規模な意識調査を実施した。これ
らの地区では、総じて自然災害のなかで大規
模洪水、嵐、侵食の順に頻度が増えていると
認知されていること、現状では家屋の修復や
補強、高床化が共通した適応策であり、それ
以外にも地区毎に想定される自然災害に応じ
た適応策が実践されていること、などが住民
の生活様式に応じた対応が採られていること
が明らかになった。
第五に、しかしながら住民レベルの適応策
が既に実践されているものの、それだけで十
分に対処できるとは限らない。防護に関して
は家屋の修復や補強などの事後の受動的な対
応が中心である。前もって高床化や家屋の補
強をしている事例は低水準であり、事前の能
動的な対応とは言いがたい。これは住民の経
済状況に依るところが大きい。したがって、
気候変動等の悪影響を防ぐには、住民の適応
策とともに、科学アプローチや行政による大
規模なインフラ整備、適応計画策定、さらに
人的能力開発を同時に講じる必要があるだろ
う。
第六に、脆弱な地域においてはその生活
様式や生態系にも配慮した適応策が必要とな
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る。4節で、多重防護の理念に基づき現地で
入手しやすい天然材料のヤシ繊維とセメント
を混合し、侵食抵抗の大きい堤防強化技術を
提案した。厳しい気候変動に対処するために
は上で挙げた住民レベルの適応策だけでは不
十分である。気候変動に伴って大規模化する
堤体破壊や激甚な水害を克服するためには、
伝統的技術との融合や生態系を活用した多重
防護に基づく適応技術の展開が望まれる。と
はいえ、ハード技術を多重に組み合わせた適
応策だけでも限界があり、長期的に考えれば
災害の進捗を遅らせるという効果にとどまる
可能性も否定できない。したがって、このよ
うなハード技術の多重化に加えてソフトな防
護、順応および避難も組み合わせるという、
ハードとソフトの融合、あるいは、防災・減
災と適応の融合、という理念の導入も必要で
あろう。
アジア太平洋地域の環境保全と脆弱性の低

減を目指すことは、地球規模の持続可能性を
実現するための第一歩である。こうした適応
策の実践（Good practice）を積むことは、日
本を含むアジア太平洋地域の適応技術の進
展、ひいては将来にわたる地域の持続可能性
の確保に寄与すると期待される。
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